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１．調査概要                       

（１）調査目的 
千葉市内の企業や事業所の業績の推移やビジネスの方向性、課題などを把握することにより、効果的な

支援策等を企画する際の一助とするため、アンケート調査を「企業動向調査」として実施する。 

 

（２）調査対象 
千葉市に本社を置く企業とする。調査対象数は 900 件とし、総務省・経済産業省「令和 3年経済センサ

ス活動調査」における千葉市内の企業数の業種別及び規模別の割合に合致するよう、総務省の事業所母集

団データベースより業種・規模毎に無作為抽出した。 

 

（３）調査時期 
2026 年 5月 15 日（金）～6月 5日（金） 

 

（４）調査方法 
先の方法で抽出された企業に調査依頼状を郵送し、WEBまたは同封した紙の調査票での回答を依頼した。 

 

（５）回収件数 
配布件数         900 件 

有効配布件数※     887 件 

  ※先の抽出方法で送付したところ 13件が宛先不明となった。900 件から宛先不明戻りの 13件を 

除いた、合計 887 件を有効配布件数とした。 

回収数 589 件（郵送 316 件・WEB273 件） 

（回収率 65.4％・有効回収率 66.4％） 

【調査対象件数・回収件数内訳】 

 

※1 運輸・通信業：「Ｇ.情報通信業」、「Ｈ.運輸業、郵便業」 

※2 サ ー ビ ス 業：「Ｌ.学術研究、専門・技術サービス業」、「Ｎ.生活関連サービス業、娯楽業」、 

「Ｑ.複合サービス事業」、「Ｒ.サービス業（他に分類されない）」 

※3 その他非製造業：「Ａ.農業、林業」、「Ｆ.電気・ガス・熱供給・水道業」、「Ｊ.金融業、保険業」、 

「Ｋ.不動産業、物品賃貸業」、「Ｏ.教育、学習支援業」、「Ｐ.医療、福祉」  

対象件数 回収件数 回収率

900 589 65.4%

60 35 58.3%

840 550 65.5%

建設業 184 108 58.7%

運輸・通信業※1 55 26 47.3%

卸・小売業 193 107 55.4%

飲食・宿泊業 45 20 44.4%

サービス業※2 168 143 85.1%

その他非製造業※3 195 146 74.9%

- 4 -

全 体 

製造業

非製造業

業
種
別

無回答
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（６）調査機関 
株式会社東京商工リサーチ 千葉支店 

 

（７）報告書を読むに当たっての注意点 
○比率はすべて百分率（％）で表し、小数点第 2位を四捨五入している。そのため単一回答であっても構

成比の合計が 100％にならない場合がある。  

○複数回答の設問は、回答が 2つ以上あり得るため、構成比の合計が 100％を上回る場合がある。  

○図表中の「N」（Number of cases の略）とは設問に対する回答件数の総数を示しており、回答者の構成

比（％）を算出するための基数である。  

○二段組の集計表について上段は実数、下段は割合（％）を示している。  

○図表中の全体件数とは各設問に回答した件数であり、属性情報について未回答の企業もいるため、全体

件数と規模別や業種別の件数が合致しない場合がある。  

○ＢＳＩ（Business Survey Index）とは、前期と比較した調査時点における景気の「方向性」を示した

景況判断指数であり、景気の足元及び先行きを捉えることができる指数（業況等に対する判断におい

て、 「良い （増加）」と回答した割合から「悪い （減少）」と回答した割合を引いた指数）である。例え

ば業況の場合、数値がプラスであれば景気の見通しは上向きの局面、マイナスであれば景気の見通し

は後退の局面と判断している企業が多いということが分かる。そのため、四半期単位の短いスパンで

認識に変化があらわれる調査項目において対象としている。（例:売上、経常損益、資金繰り等） 

なお、ＢＳＩの前期、今期、来期、来々期の各期間は以下のとおり。  

前期:2025 年 10～12 月期 

今期:2026 年 1～3月期 

来期:2026 年 4～6月期 

来々期:2026 年 7～9 月期 

○ＤＩ （Diffusion Index）とは、調査時点における景気の「現状（水準）」を示した景況判断指数であり、

足元の景気の動向を捉えることができる指数 （業況等に対する判断において、 「良い （増加）」と回答し

た割合から「悪い （減少）」と回答した割合を引いた指数）である。例えば業況の場合、数値がプラス

であればその時点の景気は拡大、マイナスであれば景気は縮小と判断している企業が多いということ

が分かるため、半期単位の長いスパンで認識に変化があらわれる調査項目において対象としている。

（例:人材過不足、生産設備、営業用設備等）  

なお、ＤＩの前期、今期、来期、来々期の各期間は以下のとおり。  

前期:2025 年 10～12 月期 

今期:2026 年 1～3月期 

来期:2026 年 4～6月期 

来々期:2026 年 7～9 月期 

○従業員規模別の区分については、中小企業基本法の定義において卸売業、サービス業、小売業で小規模

事業者とされる「5 人以下」、製造業その他で小規模事業者とされる「6 人～20 人」、中小企業である

「21人以上」の 3つの区分としている。 

○本報告書 P6以降のコメントにおける形容詞等の記載ルールについては以下のとおり。 

  ±20 ポイント以上:「極端に」 

  ±20 ポイント未満 6ポイント以上:「大きく」 

  ±6ポイント未満 2ポイント以上:「やや」 

  ±2ポイント未満:「同様」  
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【参考】第 19 回調査回答企業の業種別及び規模別の割合 

・第 19 回調査の回答企業と抽出企業（経済センサスの割合）を比較すると、サービス業を除き、業種

別、規模別とも、差異は±5ポイント未満となっており大きな乖離はない。 

 
 

  

〇第19回調査の回答企業と抽出企業の比較

実数 割合（A） 実数 割合（B）

589 100.0% 900 100.0% 0.0

35 5.9% 60 6.7% ▲ 0.8

550 93.4% 840 93.3% 0.1

建設業 108 18.3% 184 20.4% ▲ 2.1

運輸・通信業 26 4.4% 55 6.1% ▲ 1.7

卸・小売業 107 18.2% 193 21.4% ▲ 3.2

飲食・宿泊業 20 3.4% 45 5.0% ▲ 1.6

サービス業 143 24.3% 168 18.7% 5.6

その他非製造業 146 24.8% 195 21.7% 3.1

4 0.7% 0 0.0% 0.7

393 66.7% 593 65.9% 0.8

126 21.4% 186 20.7% 0.7

66 11.2% 121 13.4% ▲ 2.2

4 0.7% 0 0.0% 0.7

非製造業

規
模
別

5 人以下

6 人～20人 

無回答

無回答

業
種
別

製造業

21人以上

第19回調査回答企業
第19回調査抽出企業

（経済センサスの割合） A-B
（単位：ﾎﾟｲﾝﾄ）

全 体 
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２．千葉市内企業の景況                 

（１）業況判断 
① 業況判断 

業況判断ＢＳＩは、▲17.0 と前期▲20.8 から 3.8 ポイント増加した 

来期は今期から 9.2 ポイント低下する見通し 

【ポイント】 
○業況判断ＢＳＩ（良い％－悪い％）は、前期▲20.8 から今期▲17.0 へと厳しさがやや弱まった。 

○先行きについてみると、来期は▲26.2 と厳しさが大きく強まる見通しである。さらに来々期は▲30.1

と来期より厳しさがやや強まる見込みである。 

○従業員規模別にみると、21人以上（前期▲8.2→今期▲13.6）で厳しさがやや強まった。 

○業種別にみると、飲食・宿泊業（前期▲44.4→今期▲15.8）、製造業（▲40.0→▲20.0）で厳しさが

極端に弱まった。一方で、建設業（▲3.8→▲12.1）で厳しさが大きく強まった。 

 

【業況判断ＢＳＩ】 

 

  

-13.6 

-20.1 
-16.2 

-24.7 
-20.8 

-17.0 

-26.2 
-30.1 

▲ 55.0

▲ 50.0

▲ 45.0

▲ 40.0

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

2024年

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

実績

4～6月

見通し

7～9月

見込み（BSI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 20.8 ▲ 17.0 3.8 ▲ 26.2 ▲ 9.2 ▲ 30.1

▲ 23.8 ▲ 19.4 4.4 ▲ 31.0 ▲ 11.6 ▲ 34.8

▲ 19.3 ▲ 10.3 9.0 ▲ 21.4 ▲ 11.1 ▲ 23.2

▲ 8.2 ▲ 13.6 ▲ 5.4 ▲ 9.1 4.5 ▲ 16.6

▲ 40.0 ▲ 20.0 20.0 ▲ 14.7 5.3 ▲ 34.3

▲ 19.3 ▲ 16.8 2.5 ▲ 26.9 ▲ 10.1 ▲ 29.6

建設業 ▲ 3.8 ▲ 12.1 ▲ 8.3 ▲ 40.7 ▲ 28.6 ▲ 34.6

運輸・通信業 ▲ 16.0 ▲ 7.7 8.3 ▲ 38.5 ▲ 30.8 ▲ 42.3

卸・小売業 ▲ 32.0 ▲ 19.2 12.8 ▲ 31.7 ▲ 12.5 ▲ 41.1

飲食・宿泊業 ▲ 44.4 ▲ 15.8 28.6 ▲ 21.0 ▲ 5.2 ▲ 47.4

サービス業 ▲ 25.6 ▲ 20.4 5.2 ▲ 23.2 ▲ 2.8 ▲ 24.0

その他非製造業 ▲ 12.6 ▲ 16.5 ▲ 3.9 ▲ 15.3 1.2 ▲ 18.7

業況判断BSI＝良い％－悪い％

全  体

5 人以下

6 人～20人

21人以上

製造業

非製造業

2025年

10～12月

前期実績

2026年

1～3月

今期実績

2026年

4～6月

来期見通し

2026年

7～9月

来々期見込み

規

模

別

業

種

別
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【従業員規模別、業種別動向】 

 
 

※前期から今期、今期から来期にかけてＢＳＩ（良い％－悪い％）で 10 ポイント以上差がある項目については、矢

印を表記している。 

※天気マークの基準は以下の図のとおり。  

  天気 
      

  BSI 20.0 以上 19.9～6.0 5.9～0.0 ▲0.1～▲5.9 ▲6.0～▲19.9 ▲20.0 以下 

2025年10～12月
前期実績

2026年1～3月
今期実績

2026年4～6月
来期見通し

2026年7～9月
来々期見込み

▲ 23.8 ▲ 19.4 ▲ 31.0 ▲ 34.8

▲ 19.3 ▲ 10.3 ▲ 21.4 ▲ 23.2

▲ 8.2 ▲ 13.6 ▲ 9.1 ▲ 16.6

▲ 40.0 ▲ 20.0 ▲ 14.7 ▲ 34.3

▲ 19.3 ▲ 16.8 ▲ 26.9 ▲ 29.6

▲ 3.8 ▲ 12.1 ▲ 40.7 ▲ 34.6

▲ 16.0 ▲ 7.7 ▲ 38.5 ▲ 42.3

▲ 32.0 ▲ 19.2 ▲ 31.7 ▲ 41.1

▲ 44.4 ▲ 15.8 ▲ 21.0 ▲ 47.4

▲ 25.6 ▲ 20.4 ▲ 23.2 ▲ 24.0

▲ 12.6 ▲ 16.5 ▲ 15.3 ▲ 18.7

規
模
別

業
種
別

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業

非製造業

5 人以下

6 人～20人

21人以上

製造業
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② 今期の業況判断の理由 

今期の業況判断ＢＳＩ算出の基となった、「業況」に関する質問において、業況が「良い」と回答した

理由をみると、「国内需要（売上）の動向」が 84.9％と最も高く、次いで「販売価格の動向」が 16.4％、

「仕入価格の動向」が 9.6％であった。 

一方、業況が「悪い」と回答した理由をみると、「国内需要（売上）の動向」が 57.8％と最も高く、次

いで「仕入価格の動向」が 47.0％、「販売価格の動向」が 23.5％であった。 

 

【今期の業況判断の理由】 ※複数回答 

「良い」と回答した理由 

 
※業況判断の理由を明確化させるため、無回答は除いて集計・作表している。 

 

「悪い」と回答した理由 

 

※業況判断の理由を明確化させるため、無回答は除いて集計・作表している。 

  

84.9

4.1

16.4
9.6

1.4
5.5

0.0 0.0 0.0
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外
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ス
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資
金
繰
り
・
資
金
調
達
の
動
向

株
式
・
不
動
産
等
の
資
産
価
格

動
向

為
替
レ
ー
ト
の
動
向

税
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・
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計
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等
の
動
向

雇
用
の
動
向

そ
の
他

n=73

（％）

57.8

2.4

23.5

47.0

22.9

8.4
1.2 1.8 1.8

7.2 9.0
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（％）
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③ 来期の業況判断の理由 

来期の業況判断ＢＳＩ算出の基となった、「業況」に関する質問において、業況が「良い」と回答した

理由をみると、「国内需要（売上）の動向」が 85.5％と最も高く、次いで 「販売価格の動向」が 20.0％、

「仕入価格の動向」が 9.1％であった。 

一方、業況が「悪い」と回答した理由をみると、 「仕入価格の動向」が 55.2％と最も高く、次いで 「国

内需要（売上）の動向」が 52.6％、「仕入れ以外のコストの動向」が 30.4％であった。 

 

【来期の業況判断の理由】 ※複数回答 

「良い」と回答した理由 

 
※業況判断の理由を明確化させるため、無回答は除いて集計・作表している。 

 

「悪い」と回答した理由 

 

※業況判断の理由を明確化させるため、無回答は除いて集計・作表している。 

  

85.5
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（２）主要項目のＢＳＩ・ＤＩ 
【主要項目のＢＳＩ・ＤＩ】  

主要項目 前期から今期の推移と先行きの見通し 

①売上ＢＳＩ  

（増加％ー減少％） 

【今 期】▲12.9 と前期から 1.5 ポイント増加（同様で推移した） 

【先行き】来 期 は ▲ 1 9. 0、 来 々 期 は ▲ 2 5. 2 と 大 き く 低 下 す る 見 通 し 

②経常損益ＢＳＩ 

（好転％ー悪化％） 

【今 期】▲15.9 と前期から 2.2 ポイント増加（低調感がやや弱まった） 

【先行き】来期は▲25.0 と大きく低下し、来々期は▲28.0 とやや低下する見通し  

③資金繰りＢＳＩ  

（好転％ー悪化％） 

【今 期】▲14.9 と前期から 0.4 ポイント低下（同様で推移した） 

【先行き】来期は▲ 17.3、来々期は▲ 19.3 とやや低下する見通し 

④人材過不足ＤＩ 

（過剰％ー不足％） 

【今 期】▲24.1 と前期から 3.0 ポイント低下（不足感がやや拡大した） 

【先行き】来期は▲23.6、来々期は▲23.6と同様で推移する見通し 

⑤生産設備ＤＩ 

（過剰％ー不足％） 

【今 期】▲5.6 と前期から 0.4 ポイント低下（同様で推移した） 

【先行き】来期は▲7.3、来々期は▲8.4 と同様で推移する見通し 

⑥営業用設備ＤＩ 

（過剰％ー不足％） 

【今 期】▲6.6 と前期から 1.4 ポイント低下（同様で推移した） 

【先行き】来期は▲7.8、来々期は▲6.9 と同様で推移する見通し 

 

 

  

今期－前期 来期ー今期

▲ 14.4 ▲ 12.9 1.5 ▲ 19.0 ▲ 6.1 ▲ 25.2

▲ 18.1 ▲ 15.9 2.2 ▲ 25.0 ▲ 9.1 ▲ 28.0

▲ 14.5 ▲ 14.9 ▲ 0.4 ▲ 17.3 ▲ 2.4 ▲ 19.3

今期－前期 来期ー今期

▲ 21.1 ▲ 24.1 ▲ 3.0 ▲ 23.6 0.5 ▲ 23.6

▲ 5.2 ▲ 5.6 ▲ 0.4 ▲ 7.3 ▲ 1.7 ▲ 8.4

▲ 5.2 ▲ 6.6 ▲ 1.4 ▲ 7.8 ▲ 1.2 ▲ 6.9

④人材過不足DI

⑤生産設備DI

⑥営業用設備DI

BSI

2025年

10～12月

前期実績

2026年

1～3月

今期実績

2026年

4～6月

来期見通し

2026年

7～9月

来々期見込み

DI

2025年

10～12月

前期実績

2026年

1～3月

今期実績

2026年

4～6月

来期見通し

2026年

7～9月

来々期見込み

①売上BSI

②経常損益BSI

③資金繰りBSI
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【主要項目天気図】 

 

※「人材過不足」「生産設備」「営業用設備」はポイントが 0 に近い方がよい項目であり、天気図として記載すること

が不適当であるため作表しない。 

※前期から今期、今期から来期にかけてＢＳＩ（良い％－悪い％）で 10 ポイント以上差がある業種については、矢

印を表記している。 

※天気マークの基準は以下の図のとおり。  

  天気 
      

  BSI 20.0 以上 19.9～6.0 5.9～0.0 ▲0.1～▲5.9 ▲6.0～▲19.9 ▲20.0 以下 

  

2025年10～12月
前期実績

2026年1～3月
今期実績

2026年4～6月
来期見通し

2026年4～6月
来々期見込み

▲ 14.4 ▲ 12.9 ▲ 19.0 ▲ 25.2

▲ 18.1 ▲ 15.9 ▲ 25.0 ▲ 28.0

▲ 14.5 ▲ 14.9 ▲ 17.3 ▲ 19.3

売上

経常損益

資金繰り
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① 売上ＢＳＩ 

売上ＢＳＩ（増加％－減少％）は前期▲14.4 から今期▲12.9 へと同様で推移した。 

先行きについてみると、来期は▲19.0 と減少幅が大きく拡大する見通しである。さらに来々期は▲25.2

と来期より減少幅が大きく拡大する見込みである。 

従業員規模別にみると、21 人以上（前期 13.5→今期▲6.1）で増加から減少に転じた。 

業種別にみると、運輸・通信業（前期▲8.0→今期 3.9）で減少から増加に転じ、卸・小売業（▲24.6→

▲15.4）で減少幅が大きく縮小した。 

 

【売上ＢＳＩ】 

 

 

 

  

-8.1

-13.9
-8.4

-19.9
-14.4 -12.9

-19.0

-25.2

▲ 55.0

▲ 50.0

▲ 45.0

▲ 40.0

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

2024年

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

実績

4～6月

見通し

7～9月

見込み（BSI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 14.4 ▲ 12.9 1.5 ▲ 19.0 ▲ 6.1 ▲ 25.2

▲ 20.3 ▲ 19.5 0.8 ▲ 22.2 ▲ 2.7 ▲ 30.0

▲ 13.3 4.0 17.3 ▲ 14.4 ▲ 18.4 ▲ 14.6

13.5 ▲ 6.1 ▲ 19.6 ▲ 10.6 ▲ 4.5 ▲ 16.7

▲ 17.5 ▲ 20.0 ▲ 2.5 ▲ 11.4 8.6 ▲ 22.8

▲ 14.5 ▲ 12.4 2.1 ▲ 19.5 ▲ 7.1 ▲ 25.1

建設業 ▲ 6.6 ▲ 11.2 ▲ 4.6 ▲ 29.9 ▲ 18.7 ▲ 31.2

運輸・通信業 ▲ 8.0 3.9 11.9 ▲ 23.1 ▲ 27.0 ▲ 28.0

卸・小売業 ▲ 24.6 ▲ 15.4 9.2 ▲ 25.7 ▲ 10.3 ▲ 34.3

飲食・宿泊業 ▲ 11.1 ▲ 15.8 ▲ 4.7 0.0 15.8 ▲ 33.3

サービス業 ▲ 20.8 ▲ 16.3 4.5 ▲ 17.7 ▲ 1.4 ▲ 22.2

その他非製造業 ▲ 8.4 ▲ 9.8 ▲ 1.4 ▲ 10.5 ▲ 0.7 ▲ 15.4

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別

6 人～20人

2025年

10～12月

前期実績

2026年

1～3月

今期実績

2026年

4～6月

来期見通し

21人以上

2026年

7～9月

来々期見込み

売上BSI＝増加％－減少％

全  体

5 人以下
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② 経常損益ＢＳＩ 

経常損益ＢＳＩ（好転％－悪化％）は前期▲18.1 から今期▲15.9 へと低調感がやや弱まった。 

先行きについてみると、来期は▲25.0 と今期より低調感が大きく強まる見通しである。さらに来々期

は▲28.0 と来期より低調感がやや強まる見込みである。 

従業員規模別にみると、21 人以上（前期 1.4→今期▲10.7）で好調から低調に転じた。 

業種別にみると、卸・小売業（前期▲34.1→今期▲18.5）、飲食・宿泊業（▲29.4→▲15.8）、製造業

（▲31.5→▲22.6）で低調感が大きく弱まった一方、建設業（▲5.9→▲16.4）で低調感が大きく強ま

った。 

 

【経常損益ＢＳＩ】 

 

 

 

  

-12.4

-19.5

-14.9

-21.8
-18.1

-15.9

-25.0
-28.0

▲ 55.0

▲ 50.0

▲ 45.0

▲ 40.0

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

2024年

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

実績

4～6月

見通し

7～9月

見込み（BSI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 18.1 ▲ 15.9 2.2 ▲ 25.0 ▲ 9.1 ▲ 28.0

▲ 22.3 ▲ 21.4 0.9 ▲ 28.6 ▲ 7.2 ▲ 33.6

▲ 17.2 ▲ 2.5 14.7 ▲ 22.1 ▲ 19.6 ▲ 18.0

1.4 ▲ 10.7 ▲ 12.1 ▲ 12.4 ▲ 1.7 ▲ 15.4

▲ 31.5 ▲ 22.6 8.9 ▲ 22.6 0.0 ▲ 35.5

▲ 17.3 ▲ 15.5 1.8 ▲ 25.2 ▲ 9.7 ▲ 27.4

建設業 ▲ 5.9 ▲ 16.4 ▲ 10.5 ▲ 30.7 ▲ 14.3 ▲ 34.6

運輸・通信業 ▲ 8.0 ▲ 4.0 4.0 ▲ 40.0 ▲ 36.0 ▲ 23.1

卸・小売業 ▲ 34.1 ▲ 18.5 15.6 ▲ 28.9 ▲ 10.4 ▲ 34.4

飲食・宿泊業 ▲ 29.4 ▲ 15.8 13.6 0.0 15.8 ▲ 44.4

サービス業 ▲ 23.0 ▲ 19.6 3.4 ▲ 26.1 ▲ 6.5 ▲ 26.1

その他非製造業 ▲ 8.8 ▲ 10.3 ▲ 1.5 ▲ 18.4 ▲ 8.1 ▲ 16.9

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別

経常損益BSI＝好転％－悪化％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

10～12月

前期実績

2026年

1～3月

今期実績

2026年

4～6月

来期見通し

2026年

7～9月

来々期見込み
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③ 資金繰りＢＳＩ 

資金繰りＢＳＩ（好転％－悪化％）は前期▲14.5 から今期▲14.9 へと同様で推移した。 

先行きについてみると、来期は▲17.3 と今期より窮屈感がやや強まる見通しである。さらに来々期は

▲19.3 と来期より窮屈感がやや強まる見込みである。 

従業員規模別にみると、6人～20 人（前期▲13.3→今期▲8.1）で窮屈感がやや弱まった。 

業種別にみると、製造業（前期▲33.3→今期▲12.5）で窮屈感が極端に弱まった一方、建設業（▲3.7

→▲14.3）で窮屈感が大きく強まった。 

 

【資金繰りＢＳＩ】 

 

 

 

  

-9.1

-16.3
-13.9

-15.8 -14.5 -14.9
-17.3

-19.3

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

2024年

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

実績

4～6月

見通し

7～9月

見込み（BSI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 14.5 ▲ 14.9 ▲ 0.4 ▲ 17.3 ▲ 2.4 ▲ 19.3

▲ 16.4 ▲ 18.4 ▲ 2.0 ▲ 20.8 ▲ 2.4 ▲ 22.9

▲ 13.3 ▲ 8.1 5.2 ▲ 14.4 ▲ 6.3 ▲ 14.5

▲ 5.4 ▲ 6.2 ▲ 0.8 ▲ 3.0 3.2 ▲ 6.1

▲ 33.3 ▲ 12.5 20.8 ▲ 21.9 ▲ 9.4 ▲ 25.0

▲ 13.3 ▲ 14.8 ▲ 1.5 ▲ 16.9 ▲ 2.1 ▲ 18.6

建設業 ▲ 3.7 ▲ 14.3 ▲ 10.6 ▲ 23.1 ▲ 8.8 ▲ 23.8

運輸・通信業 4.2 ▲ 3.9 ▲ 8.1 ▲ 11.5 ▲ 7.6 ▲ 23.1

卸・小売業 ▲ 25.3 ▲ 24.3 1.0 ▲ 22.2 2.1 ▲ 25.8

飲食・宿泊業 ▲ 38.9 ▲ 26.3 12.6 ▲ 11.1 15.2 ▲ 33.3

サービス業 ▲ 14.2 ▲ 14.6 ▲ 0.4 ▲ 11.6 3.0 ▲ 12.3

その他非製造業 ▲ 10.8 ▲ 9.0 1.8 ▲ 15.5 ▲ 6.5 ▲ 13.3

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別

資金繰りBSI＝好転％－悪化％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

10～12月

前期実績

2026年

1～3月

今期実績

2026年

4～6月

来期見通し

2026年

7～9月

来々期見込み
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④ 人材過不足ＤＩ 

人材過不足ＤＩ（過剰％－不足％）は前期▲21.1 から今期▲24.1 へと不足感がやや強まった。 

先行きについてみると、来期は▲23.6 と今期同様で推移する見通しである。さらに来々期は▲23.6と

来期同様で推移する見込みである。 

従業員規模別にみると、21 人以上（前期▲52.7→今期▲59.1）で不足感が大きく強まった。 

業種別にみると、運輸・通信業（▲28.0→▲50.0）と不足感が極端に強まった。 

 

【人材過不足ＤＩ】 

 

 

 

  

-32.7

-26.0 -24.5 -23.0
-21.1

-24.1 -23.6 -23.6

▲ 45.0

▲ 40.0

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

2024年

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

実績

4～6月

見通し

7～9月

見込み（DI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 21.1 ▲ 24.1 ▲ 3.0 ▲ 23.6 0.5 ▲ 23.6

▲ 12.0 ▲ 14.1 ▲ 2.1 ▲ 13.9 0.2 ▲ 15.3

▲ 30.7 ▲ 35.7 ▲ 5.0 ▲ 34.1 1.6 ▲ 33.3

▲ 52.7 ▲ 59.1 ▲ 6.4 ▲ 57.6 1.5 ▲ 51.5

0.0 ▲ 14.3 ▲ 14.3 ▲ 8.8 5.5 ▲ 8.8

▲ 22.9 ▲ 25.0 ▲ 2.1 ▲ 24.7 0.3 ▲ 24.7

建設業 ▲ 35.9 ▲ 38.8 ▲ 2.9 ▲ 38.8 0.0 ▲ 40.7

運輸・通信業 ▲ 28.0 ▲ 50.0 ▲ 22.0 ▲ 42.3 7.7 ▲ 42.3

卸・小売業 ▲ 19.5 ▲ 16.2 3.3 ▲ 14.2 2.0 ▲ 14.2

飲食・宿泊業 ▲ 38.8 ▲ 42.1 ▲ 3.3 ▲ 38.9 3.2 ▲ 44.4

サービス業 ▲ 27.1 ▲ 27.5 ▲ 0.4 ▲ 29.8 ▲ 2.3 ▲ 27.2

その他非製造業 ▲ 8.7 ▲ 10.8 ▲ 2.1 ▲ 10.7 0.1 ▲ 11.4

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別

人材過不足DI＝過剰％－不足％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

10～12月

前期実績

2026年

1～3月

今期実績

2026年

4～6月

来期見通し

2026年

7～9月

来々期見込み
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⑤ 生産設備ＤＩ 

生産設備ＤＩ（過剰％－不足％）は前期▲5.2 から今期▲5.6 と同様で推移した。 

先行きについてみると、来期は▲7.3 と今期同様で推移する見通しである。さらに来々期は▲8.4 と来

期同様で推移する見込みである。 

従業員規模別にみると、21 人以上（前期▲5.3→今期▲13.3）で不足感が大きく強まった。 

業種別にみると、サービス業（前期▲7.7→今期 5.0）、運輸・通信業（▲11.1→0.0）で不足から過剰

に転じた。一方、飲食・宿泊業（0.0→▲14.3）、製造業（0.0→▲8.6）で過剰から不足に転じ、卸・小売

業（▲11.5→▲17.6）と不足感が大きく強まった。 

 

【生産設備ＤＩ】 

 

 

 

 

  

-2.9
-6.1 -6.8

-8.7
-5.2 -5.6

-7.3 -8.4

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

2024年

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

実績

4～6月

見通し

7～9月

見込み（DI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 5.2 ▲ 5.6 ▲ 0.4 ▲ 7.3 ▲ 1.7 ▲ 8.4

▲ 5.3 ▲ 5.1 0.2 ▲ 4.2 0.9 ▲ 5.2

▲ 4.9 ▲ 2.3 2.6 ▲ 11.3 ▲ 9.0 ▲ 13.6

▲ 5.3 ▲ 13.3 ▲ 8.0 ▲ 13.3 0.0 ▲ 13.3

0.0 ▲ 8.6 ▲ 8.6 ▲ 5.7 2.9 ▲ 8.8

▲ 6.8 ▲ 4.9 1.9 ▲ 7.8 ▲ 2.9 ▲ 8.5

建設業 ▲ 8.3 ▲ 6.7 1.6 ▲ 10.0 ▲ 3.3 ▲ 13.3

運輸・通信業 ▲ 11.1 0.0 11.1 ▲ 20.0 ▲ 20.0 ▲ 20.0

卸・小売業 ▲ 11.5 ▲ 17.6 ▲ 6.1 ▲ 17.6 0.0 ▲ 17.6

飲食・宿泊業 0.0 ▲ 14.3 ▲ 14.3 ▲ 14.3 0.0 ▲ 14.3

サービス業 ▲ 7.7 5.0 12.7 0.0 ▲ 5.0 0.0

その他非製造業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別

生産設備DI＝過剰％－不足％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

10～12月

前期実績

2026年

1～3月

今期実績

2026年

4～6月

来期見通し

2026年

7～9月

来々期見込み
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⑥ 営業用設備ＤＩ 

営業用設備ＤＩ（過剰％－不足％）は前期▲5.2 から今期▲6.6 へと同様で推移した。 

先行きについてみると、来期は▲7.8 と今期同様で推移する見通しである。さらに来々期は▲6.9 と来

期同様で推移する見込みである。 

従業員規模別にみると、21 人以上（前期 0.0→今期▲9.8）で過剰から不足に転じた。 

業種別にみると、飲食・宿泊業（前期 0.0→今期▲27.3）で過剰から不足に転じた。 

 

【営業用設備ＤＩ】 

 

 

 

 

 

  

-5.3 -5.6 -5.8 -7.1 -5.2 -6.6 -7.8 -6.9

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

2024年

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

実績

4～6月

見通し

7～9月

見込み（DI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 5.2 ▲ 6.6 ▲ 1.4 ▲ 7.8 ▲ 1.2 ▲ 6.9

▲ 7.2 ▲ 7.2 0.0 ▲ 7.7 ▲ 0.5 ▲ 6.7

▲ 3.0 ▲ 3.7 ▲ 0.7 ▲ 7.4 ▲ 3.7 ▲ 6.2

0.0 ▲ 9.8 ▲ 9.8 ▲ 9.5 0.3 ▲ 9.5

▲ 2.7 ▲ 8.6 ▲ 5.9 ▲ 8.6 0.0 ▲ 8.8

▲ 5.6 ▲ 6.4 ▲ 0.8 ▲ 7.7 ▲ 1.3 ▲ 6.6

建設業 ▲ 4.8 ▲ 5.0 ▲ 0.2 ▲ 8.2 ▲ 3.2 ▲ 6.6

運輸・通信業 ▲ 10.0 ▲ 7.1 2.9 ▲ 13.3 ▲ 6.2 ▲ 13.3

卸・小売業 ▲ 6.7 ▲ 11.9 ▲ 5.2 ▲ 11.9 0.0 ▲ 11.9

飲食・宿泊業 0.0 ▲ 27.3 ▲ 27.3 ▲ 27.3 0.0 ▲ 27.3

サービス業 ▲ 8.1 ▲ 3.6 4.5 ▲ 3.6 0.0 ▲ 2.4

その他非製造業 ▲ 2.5 ▲ 2.9 ▲ 0.4 ▲ 4.3 ▲ 1.4 ▲ 2.9

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別

営業用設備DI＝過剰％－不足％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

10～12月

前期実績

2026年

1～3月

今期実績

2026年

4～6月

来期見通し

2026年

7～9月

来々期見込み
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（３）その他項目のＢＳＩ・ＤＩ 
【その他項目のＢＳＩ・ＤＩ】  

項目 前期から今期の推移と先行きの見通し 

①国内需要ＢＳＩ  

（拡大％ー縮小％） 

【今 期】▲13.1 と前期から 4.1 ポイント増加（減少幅がやや縮小した） 

【先行き】来期は▲20.4 と減少幅が大きく拡大し、来々期は▲21.8 と同様で

推移する見通し 

②仕入価格ＢＳＩ  

（上昇％ー低下％） 

【今  期】44.9 と前期から 2.1 ポイント増加（上昇傾向がやや強まった） 

【先行き】来期は 52.5 と上昇傾向が大きく強まり、来々期は 50.4 と上昇傾向

がやや弱まる見通し 

③販売価格ＢＳＩ  

（上昇％ー低下％） 

【今  期】15.6 と前期から 0.7 ポイント低下（同様で推移した） 

【先行き】来期は 22.5 と上昇傾向が大きく強まり、来々期は 19.7 と上昇傾向

がやや弱まる見通し 

④人材採用ＤＩ  

（積極的％ー消極的％） 

【今  期】▲30.6 と前期から 3.7 ポイント増加（消極性がやや弱まった） 

【先行き】来期は▲31.5、来々期は▲32.6 と同様で推移する見通し 

 

 

  

今期－前期 来期ー今期

▲ 17.2 ▲ 13.1 4.1 ▲ 20.4 ▲ 7.3 ▲ 21.8

42.8 44.9 2.1 52.5 7.6 50.4

16.3 15.6 ▲ 0.7 22.5 6.9 19.7

今期－前期 来期ー今期

▲ 34.3 ▲ 30.6 3.7 ▲ 31.5 ▲ 0.9 ▲ 32.6

2026年

7～9月

来々期見込み

④人材採用DI

DI

2025年

10～12月

前期実績

2026年

1～3月

今期実績

2026年

4～6月

来期見通し

2026年

7～9月

来々期見込み

②仕入価格BSI

③販売価格BSI

①国内需要BSI

BSI

2025年

10～12月

前期実績

2026年

1～3月

今期実績

2026年

4～6月

来期見通し
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① 国内需要ＢＳＩ 

国内需要ＢＳＩ（拡大％－縮小％）は前期▲17.2 から今期▲13.1 へと減少幅がやや縮小した。 

先行きについてみると、来期は▲20.4 と今期より減少幅が大きく拡大する見通しである。さらに来々

期は▲21.8 と来期同様で推移する見込みである。 

従業員規模別にみると、21 人以上（前期 0.0→今期▲3.1）で拡大から縮小に転じた。一方、6 人～20

人（▲20.5→▲5.7）で減少幅が大きく縮小した。 

業種別にみると、製造業 （前期▲32.5→今期▲8.6）で減少幅が極端に縮小し、運輸・通信業（▲8.0→

0.0）で縮小から拡大に転じた。 

 

【国内需要ＢＳＩ】 

 

 

 

  

-8.1

-17.8

-13.1

-18.9
-17.2

-13.1

-20.4 -21.8

▲ 55.0

▲ 50.0

▲ 45.0

▲ 40.0

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

2024年

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

実績

4～6月

見通し

7～9月

見込み（BSI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 17.2 ▲ 13.1 4.1 ▲ 20.4 ▲ 7.3 ▲ 21.8

▲ 19.8 ▲ 17.1 2.7 ▲ 23.6 ▲ 6.5 ▲ 26.6

▲ 20.5 ▲ 5.7 14.8 ▲ 17.7 ▲ 12.0 ▲ 13.8

0.0 ▲ 3.1 ▲ 3.1 ▲ 9.1 ▲ 6.0 ▲ 9.1

▲ 32.5 ▲ 8.6 23.9 ▲ 17.1 ▲ 8.5 ▲ 17.1

▲ 16.1 ▲ 13.0 3.1 ▲ 20.6 ▲ 7.6 ▲ 21.8

建設業 ▲ 10.6 ▲ 15.1 ▲ 4.5 ▲ 32.1 ▲ 17.0 ▲ 28.3

運輸・通信業 ▲ 8.0 0.0 8.0 ▲ 27.0 ▲ 27.0 ▲ 30.8

卸・小売業 ▲ 28.4 ▲ 19.4 9.0 ▲ 23.3 ▲ 3.9 ▲ 31.7

飲食・宿泊業 ▲ 22.2 ▲ 21.1 1.1 ▲ 11.1 10.0 ▲ 27.8

サービス業 ▲ 18.5 ▲ 15.0 3.5 ▲ 18.7 ▲ 3.7 ▲ 16.4

その他非製造業 ▲ 9.9 ▲ 6.3 3.6 ▲ 12.0 ▲ 5.7 ▲ 12.8

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別

国内需要BSI＝拡大％－縮小％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

10～12月

前期実績

2026年

1～3月

今期実績

2026年

4～6月

来期見通し

2026年

7～9月

来々期見込み
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② 仕入価格ＢＳＩ 

仕入価格ＢＳＩ（上昇％－低下％）は前期 42.8 から今期 44.9 へと上昇傾向がやや強まった。 

先行きについてみると、来期は 52.5 と今期より上昇傾向が大きく強まる見通しである。さらに来々期

は 50.4 と来期より上昇傾向がやや弱まる見込みである。 

従業員規模別にみると、6 人～20 人（前期 56.3→今期 64.7）、21 人以上（45.2→51.6）で上昇傾向が

大きく強まった。 

業種別にみると、製造業 （前期 46.1→今期 68.5）で上昇傾向が極端に強まった一方、建設業（62.9→

52.3）で上昇傾向が大きく弱まった。 

 

【仕入価格ＢＳＩ】 

 

 

 

 

  

51.8

47.3 46.7

39.1
42.8

44.9

52.5
50.4

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

2024年

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

実績

4～6月

見通し

7～9月

見込み（BSI）

今期－前期 来期ー今期

42.8 44.9 2.1 52.5 7.6 50.4

38.4 36.5 ▲ 1.9 42.8 6.3 40.6

56.3 64.7 8.4 72.8 8.1 71.6

45.2 51.6 6.4 67.2 15.6 62.5

46.1 68.5 22.4 76.5 8.0 70.6

42.2 43.0 0.8 50.7 7.7 48.8

建設業 62.9 52.3 ▲ 10.6 65.7 13.4 62.5

運輸・通信業 32.0 37.5 5.5 44.0 6.5 44.0

卸・小売業 52.4 57.7 5.3 67.3 9.6 66.7

飲食・宿泊業 66.7 63.2 ▲ 3.5 72.2 9.0 83.3

サービス業 22.8 34.3 11.5 43.0 8.7 37.7

その他非製造業 34.9 30.8 ▲ 4.1 31.6 0.8 31.0

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別

仕入価格BSI＝上昇％－低下％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

10～12月

前期実績

2026年

1～3月

今期実績

2026年

4～6月

来期見通し

2026年

7～9月

来々期見込み
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③ 販売価格ＢＳＩ 

販売価格ＢＳＩ（上昇％－低下％）は前期 16.3 から今期 15.6 へと同様で推移した。 

先行きについてみると、来期は 22.5 と今期より上昇傾向が大きく強まる見通しである。さらに来々期

は 19.7 と来期より上昇傾向がやや弱まる見込みである。 

従業員規模別にみると、21 人以上（前期 30.2→今期 26.6）で上昇傾向がやや弱まった。 

業種別にみると、製造業（前期 18.0→今期▲2.9）で上昇から低下に転じた一方、サービス業（0.8→

7.7）で上昇傾向が大きく強まった。 

 

【販売価格ＢＳＩ】 

 

 

 

 

 

  

17.7 19.0
16.4

13.7
16.3 15.6

22.5
19.7

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

2024年

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

実績

4～6月

見通し

7～9月

見込み（BSI）

今期－前期 来期ー今期

16.3 15.6 ▲ 0.7 22.5 6.9 19.7

10.6 8.8 ▲ 1.8 15.0 6.2 12.6

25.7 29.4 3.7 30.5 1.1 31.1

30.2 26.6 ▲ 3.6 48.4 21.8 36.0

18.0 ▲ 2.9 ▲ 20.9 14.7 17.6 5.8

16.1 16.7 0.6 22.9 6.2 20.3

建設業 23.0 25.5 2.5 30.7 5.2 32.7

運輸・通信業 8.3 8.3 0.0 20.8 12.5 8.3

卸・小売業 32.0 32.6 0.6 47.0 14.4 46.3

飲食・宿泊業 16.6 0.0 ▲ 16.6 5.5 5.5 ▲ 5.6

サービス業 0.8 7.7 6.9 15.5 7.8 11.5

その他非製造業 13.5 10.9 ▲ 2.6 8.6 ▲ 2.3 6.2

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別

販売価格BSI＝上昇％－低下％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

10～12月

前期実績

2026年

1～3月

今期実績

2026年

4～6月

来期見通し

2026年

7～9月

来々期見込み
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④ 人材採用ＤＩ 

人材採用ＤＩ（積極的％－消極的％）は前期▲34.3 から今期▲30.6 へと消極性がやや弱まった。 

先行きについてみると、来期は▲31.5 と今期同様で推移する見通しである。さらに来々期は▲32.6と

来期同様で推移する見込みである。 

従業員規模別にみると、6人～20 人（前期▲20.9→今期 0.0）で消極的から積極的に転じた。 

業種別にみると、運輸・通信業（前期▲16.7→今期 11.6）で消極的から積極的に転じた。一方、飲食・

宿泊業（5.5→▲31.6）で積極的から消極的に転じた。 

 

【人材採用ＤＩ】 

 

 

 

  

-22.9

-28.2 -28.8

-28.2

-34.3
-30.6 -31.5 -32.6

▲ 40.0

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

2024年

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

実績

4～6月

見通し

7～9月

見込み（DI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 34.3 ▲ 30.6 3.7 ▲ 31.5 ▲ 0.9 ▲ 32.6

▲ 54.5 ▲ 55.9 ▲ 1.4 ▲ 55.2 0.7 ▲ 53.6

▲ 20.9 0.0 20.9 ▲ 5.6 ▲ 5.6 ▲ 10.5

45.8 43.9 ▲ 1.9 44.6 0.7 34.9

▲ 48.7 ▲ 41.1 7.6 ▲ 42.4 ▲ 1.3 ▲ 45.4

▲ 33.9 ▲ 29.8 4.1 ▲ 30.7 ▲ 0.9 ▲ 31.7

建設業 ▲ 29.3 ▲ 21.7 7.6 ▲ 26.4 ▲ 4.7 ▲ 26.7

運輸・通信業 ▲ 16.7 11.6 28.3 7.7 ▲ 3.9 3.8

卸・小売業 ▲ 41.7 ▲ 52.1 ▲ 10.4 ▲ 53.6 ▲ 1.5 ▲ 52.1

飲食・宿泊業 5.5 ▲ 31.6 ▲ 37.1 ▲ 22.2 9.4 ▲ 22.2

サービス業 ▲ 35.5 ▲ 20.6 14.9 ▲ 20.6 0.0 ▲ 22.8

その他非製造業 ▲ 38.3 ▲ 37.7 0.6 ▲ 36.6 1.1 ▲ 38.1

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別

人材採用DI＝積極的％－消極的％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

10～12月

前期実績

2026年

1～3月

今期実績

2026年

4～6月

来期見通し

2026年

7～9月

来々期見込み
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（４）設備投資に関する現況 
① 設備投資 

設備投資を「実施/実施予定」と回答した企業は前期 7.2％から今期 6.8％へと 0.4 ポイント低下した。

先行きについてみると、2026 年 4～6 月以降は 5～7％台で推移する見通しである。 

規模別にみると、21人以上で 2026 年 1～3 月の「実施」の割合が 19.7％と全体を大きく上回る値であ

った。 

業種別にみると、運輸・通信業で 2026 年 1～3 月の「実施」の割合が 19.2％と全体を大きく上回る値

であった。 

【設備投資】 

  

7.2

6.8

7.6

5.9

5.1

88.1 

87.1 

86.1 

87.6 

87.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

2025年

10～12月

実績

（n=587）

2026年

1～3月

実績

（n=589）

2026年

4～6月

見通し

（n=589）

2026年

7～9月

見込み

（n=589）

2026年

10月以降

（n=589）

実施/実施予定 実施せず

（％）

（全体：実数、設備投資：％）

実施 実施せず 実施予定 実施せず 実施予定 実施せず 実施予定 実施せず

589 6.8 87.1 7.6 86.1 5.9 87.6 5.1 87.6

393 3.6 89.6 4.1 88.8 3.1 89.3 2.5 89.1

126 10.3 85.7 11.9 84.1 7.9 88.1 6.3 86.5

66 19.7 74.2 21.2 72.7 18.2 77.3 18.2 80.3

35 2.9 97.1 11.4 85.7 5.7 91.4 2.9 94.3

550 7.1 86.5 7.5 86.2 6.0 87.5 5.3 87.3

建設業 108 7.4 89.8 5.6 90.7 6.5 90.7 4.6 88.9

運輸・通信業 26 19.2 80.8 15.4 84.6 11.5 88.5 19.2 80.8

卸・小売業 107 0.9 89.7 1.9 89.7 4.7 86.0 0.0 89.7

飲食・宿泊業 20 5.0 70.0 15.0 65.0 5.0 70.0 10.0 70.0

サービス業 143 8.4 87.4 9.8 85.3 5.6 89.5 5.6 89.5

その他非製造業 146 8.2 84.2 8.2 84.2 6.2 86.3 6.2 85.6

※設備投資の有無を明確化させるため、無回答は除いて作表している。

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別

全  体

5 人以下

6 人～20人

21人以上

全体

2026年

1～3月

実績

2026年

4～6月

見通し

2026年

7～9月

見込み

2026年

10月以降

予定

設備投資
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（５）必要な支援や千葉市に期待すること 
現在必要としている支援やサポート、千葉市に期待することについて自由記入方式で聞き、回答を内容

別に整理した。 

現在必要としている支援やサポートについては、 「物価高対策、燃料費等支援」が 27 件と最も多く、次

いで「事業資金支援」「支援制度の充実・手続きの簡略化」がともに 16 件となっている。 

千葉市に期待することについては、 「まちづくり、人口増加、経済活性化」が 34件と最も多く、次いで

「支援制度の充実・手続き簡略化」が 17 件、「事業資金支援」が 13件となっている。 

 

【必要な支援や千葉市に期待すること】 

（単位：件） 

 

事業資金 

支援 

支援制度の

充実・ 

手続き 

簡略化 

価格転嫁 

対策 
雇用支援 

物価高 

対策、燃料

費等支援 

まち 

づくり、 

人口増加、

経済活性化 

賃上げ支援 減税 その他 

必要な支援やサポート 16 16 0 11 27 7 2 9 13 

千葉市に期待すること 13 17 1 4 12 34 1 9 14 

合計 29 33 1 15 39 41 3 18 27 
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【必要な支援やサポートに関する具体的な回答】※主なものを抜粋 

回答 業種 

事業資金支援 

 補助金、支援金の増額。エネルギー価格等高騰対策についても一律月３万の支出

に対する一律の支援金ではなく支出にあわせ金額を細分化。 
飲食・宿泊業 

 設備投資に関わる補助金、助成金。 その他非製造業 

支援制度の充実・手続き簡略化 

 来年度より「セキュリティ対策評価制度」が始まると聞いていますが中小企業の

場合人材、費用とも負担が大きいので支援策を検討してほしい。 
建設業 

 助成金や補助金の申請など時間と費用がかかり、また規模が大きく対象とならな

い。 
卸・小売業 

 景気高揚のため様々な支援を講じているのは分かりますが大企業向けの大きな

ザルで、中小零細企業は漏れ落ちてしまいます。私たちは消費者に近い立場であ

り、日常の暮らしに寄り添った支援を充実して適正に消費し経済が回ることを望

みます。 

サービス業 

雇用支援 

 ドライバー不足に対応する支援（広告助成金、求人サイトの補助金等）。 運輸・通信業 

 新規事業や既存事業の拡大に、中堅や若手の新卒だけでなく中途採用も積極的に

実施しております。採用・教育に係る費用支援があると非常にありがたい。ハロ

ーワーク求人だけでは応募が少ないので、紹介会社を活用してコストが増大して

いる。 

サービス業 

 外国人労働者を雇いたいけど業種に適応してないので支援やサポートをお願い

したいです。 
サービス業 

物価高対策、燃料費等支援 

 材料の入荷困難を避けたい。 建設業 

 材料高騰により、仕入れが滞ったり、企業廃業したりと、新規仕入れ先、取引先

をサポートしてほしい。 
卸・小売業 

 エネルギー支援継続お願いします。 その他非製造業 

まちづくり、人口増加、経済活性化 

 IT について需要がある市内の企業に対して、IT スキルのある企業をマッチング

してほしい。 
運輸・通信業 

 自社の強みは IT のコンサルや IT 企業の経営サポートなのですが、そのような企

業のマッチングサポートはあるのですか。 
サービス業 

賃上げ支援 

 最低賃金の大幅な引上げに伴う人件費負担の増大に対する支援・サポート。 運輸・通信業 

 人材の紹介や、従業員増員時の支援金、賃金増額に対する支援金など、そういう

制度に対する情報提供。 
サービス業 

減税 

 過剰な税金を止めてほしい。 建設業 

 消費税分そのまま赤字です。一般消費者の消費税の減税分、外食産業の消費税も

同率にするべきです。 
飲食・宿泊業 
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【千葉市に期待することに関する具体的な回答】※主なものを抜粋 

回答 業種 

事業資金支援 

 今の状況から、一点のみ補助金をお願いしたいです。 卸・小売業 

 中小企業への支援金は非常に助かります。 その他非製造業 

 事業継続に向けて支援金をのぞみたい。 飲食・宿泊業 

支援制度の充実・手続き簡略化 

 小規模の会社が伸びていける様な補助をしてほしい。少ない人数でフル稼働して

いる現状を認知してほしい。 
卸・小売業 

 資格支援補助金といっているが建設業製造業などガテンな仕事の資格のみ、美容

師や理容師の資格が無いので千葉市にもっと資格幅を広げてほしい。 
サービス業 

 入札等、市内業者優先の制度があれば市内業者の活性化につながると思います。 サービス業 

雇用支援 

 資格取得支援は有効ですが、その前の人材採用への支援を拡充してほしい。 サービス業 

物価高対策、燃料費等支援 

 エネルギー価格等高騰対策支援金は継続して欲しい。 建設業 

 特にないが“ナフサ”高騰によるプラ製品の価格上昇が気になる。需給情報、価

格動向などの情報についてＰＲを。 
卸・小売業 

 仕入れ、原材料高騰への支援金策を作って欲しい。 サービス業 

まちづくり、人口増加、経済活性化 

 千葉市内の商品券の発行等を検討してもらい市内の景気刺激策をとってほしい。 製造業 

 建設工事費の上昇が続く中、公共工事の積算の見直し、設計変更は速やかに行っ

てほしい。 
建設業 

 千葉市内の事業者紹介など、千葉市の事業者内で仕事が回る仕組みを作ってほし

い。 
サービス業 

 インバウンドを強化すると良いと思います。 その他非製造業 

 駅周辺だけでなく中央付近の商業施設を増やして欲しい。 サービス業 

 消費喚起の為の施策、以前実施された pay 払いのプレミア付与や光熱費の補助

等。 
サービス業 

賃上げ支援 

 最低賃金の引上げに伴う賃金の引上げに対する給付金等独自の支援策の導入。 運輸・通信業 

減税 

 本音を言えば社会保険の半額負担がきついです。国への貯金だと思って、がんば

っています。 
建設業 

 消費税、社会保険料がたいへん。減額を期待する。 卸・小売業 
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●資料編                        

（１）調査票 
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（２）同封チラシ 
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